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※ 母子世帯になってからの期間が不詳のものを除く。

（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

母子世帯になってからの期間別の世帯の収入の状況

○期間別の収入分布では、５年未満では「100万円～200万円未満」が26.4％ともっとも多く、５年以上
では「200万円～300万円未満」が28.2％ともっとも多い。

8.1%

13.7%

10.5%

25.1%

26.4%

25.7%

28.2%

25.6%

27.1%

17.9%

12.7%

15.7%

20.8%

21.6%

21.1%

５年以上

５年未満

総数(N=1,345)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

100万円未満 100～200万円未満 200～300万円未満

300～400万円未満 400万円以上

(N=770)

平均年間
世帯の収入

２９４万円

２９０万円

２９７万円

(N=575)
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※ 父子世帯になってからの期間が不詳のものを除く。

（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

父子世帯になってからの期間別の世帯の収入の状況

○期間別の収入分布では、５年未満では「400万円以上」が48.0％ともっとも多く、５年以上でも「400万
円以上」が52.1％ともっとも多い。

2.5%

3.9%

3.2%

9.1%

7.4%

8.3%

18.6%

18.3%

18.5%

17.8%

22.3%

20.0%

52.1%

48.0%

50.1%

５年以上

５年未満

総数(N=471)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

100万円未満 100～200万円未満 200～300万円未満

300～400万円未満 400万円以上

(N=242)

平均年間
世帯の収入

４６４万円

４７２万円

４５６万円

(N=229)
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※ 母子世帯になってからの期間が不詳のものを除く。

（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査特別集計

母子世帯になってからの期間別の就労収入

○期間別の収入分布では、５年未満では「100万円未満」が36.0％ともっとも多く、５年以上では「100
万円～200万円未満」が35.5％ともっとも多い。

22.2%

36.0%

28.1%

35.5%

35.1%

35.3%

23.4%

17.2%

20.7%

10.3%

7.0%

8.8%

8.7%

4.7%

7.0%

５年以上

５年未満

総数(N=1,345)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

100万円未満 100～200万円未満 200～300万円未満

300～400万円未満 400万円以上

(N=770)

平均年間
就労収入

１８１万円

１６１万円

１９６万円

(N=575)

5



※ 父子世帯になってからの期間が不詳のものを除く。

（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査特別集計

父子世帯になってからの期間別の就労収入の状況

○期間別の収入分布では、５年未満では「400万円以上」が38.9％でもっとも多く、５年以上でも「400
万円以上」が37.2％ともっとも多い。

12.0%

7.0%

9.6%

14.0%

11.4%

12.7%

19.0%

22.3%

20.6%

17.8%

20.5%

19.1%

37.2%

38.9%

38.0%

５年以上

５年未満

総数(N=471)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

100万円未満 100～200万円未満 200～300万円未満

300～400万円未満 400万円以上

(N=242)

平均年間
就労収入

３６５万円

３８０万円

３５２万円

(N=229)
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37.7%

38.8%

34.0%

35.1%

60.1%

58.3%

66.0%

59.7%

2.2%

2.9%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２３年度

平成１８年度

平成１５年度

平成１０年度

養育費の取り決めをしている 養育費の取り決めをしていない 不詳

（N＝1,110）

（N＝1,209）

（N＝1,332）

（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

母子家庭の養育費の取り決め状況の推移

（N＝1,009）

○ 「養育費の取り決めをしている」 は、３０％台で推移。
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17.5%

15.5%

12.6%

10.7%

79.1%

81.8%

87.4%

78.6%

3.4%

2.7%

10.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２３年度

平成１８年度

平成１５年度

平成１０年度

養育費の取り決めをしている 養育費の取り決めをしていない 不詳

（N＝140）

（N＝135）

（N＝148）

（N＝417）

（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

父子家庭の養育費の取り決め状況の推移

○ 「養育費の取り決めをしている」 は、１０％台で推移。
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離婚届書のチェック欄のチェック状況調査結果（Ｈ24年４月～12月分）

未成年の子がいる夫婦の協議離婚届出件数 ９６，１９８件
（離婚届総件数 １８１，６８０件）

【養育費について】
未成年の子がいる夫婦の協議離婚届出件数(９６，１９８件)中

養育費の分担欄に次のいずれかのチェックが付されているもの
７２，２７１件（未成年の子がいる夫婦の協議離婚届出件数中７５％）

うち
・「取決めをしている」にチェックが付されているもの

５２，０１６件（未成年の子がいる夫婦の協議離婚届出件数中５４％）
・「取決めをしていない」にチェックが付されているもの

２０，２５５件

【面会交流について】
未成年の子がいる夫婦の協議離婚届出件数(９６，１９８件)中

面会交流欄に次のいずれかのチェックが付されているもの
７２，５０３件（未成年の子がいる夫婦の協議離婚届出件数中７５％）

うち
・「取決めをしている」にチェックが付されているもの

５１，６５６件（未成年の子がいる夫婦の協議離婚届出件数中５４％）
・「取決めをしていない」にチェックが付されているもの

２０，８４７件

（資料：法務省民事局からの提供資料） 9



（参考） 離婚届の様式（記載例）
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（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

（参考） 母子家庭の養育費の取り決め状況（離婚の方法別）

○ 協議離婚をしている世帯では、養育費の「取り決めをしている」が３０．１％、「取り決めをしていな
い」が６７．５％となっている。

○ その他の離婚をしている世帯では、養育費の「取り決めをしている」が７４．８％、「取り決めをして
いない」が２３．９％となっている。

37.7%

74.8%

30.1%

60.1%

23.9%

67.5%

2.2%

1.3%

2.4%

総数

その他の離婚

協議離婚

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り決めをしている 取り決めをしていない 不詳

※注 その他の離婚とは、調停離婚、審判離婚及び裁判離婚のこと
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（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

（参考） 父子家庭の養育費の取り決め状況（離婚の方法別）

○ 協議離婚をしている世帯では、養育費の「取り決めをしている」が１４．９％、「取り決めをしていな
い」が８２．３％となっている。

○ その他の離婚をしている世帯では、養育費の「取り決めをしている」が３２．３％、「取り決めをして
いない」が６１．３％となっている。

17.5%

32.3%

14.9%

79.1%

61.3%

82.3%

3.4%

6.5%

2.8%

総数

その他の離婚

協議離婚

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り決めをしている 取り決めをしていない 不詳

※注 その他の離婚とは、調停離婚、審判離婚及び裁判離婚のこと
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（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

（参考） 母子家庭の面会交流の取り決め状況（離婚の方法別）

○ 協議離婚をしている世帯では、面会交流の「取り決めをしている」が１８．４％、「取り決めをしてい
ない」が７８．１％となっている。

○ その他の離婚をしている世帯では、面会交流の「取り決めをしている」が４８．２％、「取り決めをし
ていない」が４９．６％となっている。

23.4%

48.2%

18.4%

73.3%

49.6%

78.1%

3.3%

2.2%

3.5%

総数

その他の離婚

協議離婚

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り決めをしている 取り決めをしていない 不詳

※注 その他の離婚とは、調停離婚、審判離婚及び裁判離婚のこと
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（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

（参考） 父子家庭の面会交流の取り決め状況（離婚の方法別）

○ 協議離婚をしている世帯では、面会交流の「取り決めをしている」が１４．１％、「取り決めをしてい
ない」が８２．８％となっている。

○ その他の離婚をしている世帯では、面会交流の「取り決めをしている」が２９．０％、「取り決めをし
ていない」が６２．９％となっている。

16.3%

29.0%

14.1%

79.9%

62.9%

82.8%

3.8%

8.1%

3.1%

総数

その他の離婚

協議離婚

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り決めをしている 取り決めをしていない 不詳

※注 その他の離婚とは、調停離婚、審判離婚及び裁判離婚のこと
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19.7%

19.0%

17.7%

20.8%

14.9%

14.0%

15.8%

16.0%

15.4%

16.4%

16.4%

10.6%

60.7%

59.1%

66.8%

60.1%

68.7%

75.4%

3.8%

5.9%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２３年度

平成１８年度

平成１５年度

平成１０年度

平成５年度

昭和６３年度

現在も受けている 受けたことがある 受けたことがない 不詳

（ N=1,009 ）

（N=1,110 ）

（N=1,209 ）

（N=1,332 ）

※ 昭和６３年度、平成５年度は、客体数不明。

（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

母子家庭の養育費の受給状況の推移

○ 養育費を「現在も受けている」 は、１０％台で推移。
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4.1%

2.0%

0.7%

2.9%

2.0%

0.7%

0.7%

89.7%

88.5%

98.5%

91.4%

3.4%

7.4%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２３年度

平成１８年度

平成１５年度

平成１０年度

現在も受けている 受けたことがある 受けたことがない 不詳

（N=140）

（N=135）

（N=148）

（N=417）

※ 父子世帯の養育費の受給状況の調査は、平成１０年度から実施。

（出典）平成２３年度全国母子世帯等調査

父子家庭の養育費の受給状況の推移

○ 養育費を「受けたことがない」が、約９割で推移。
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円滑な面会交流に向けた支援

面会交流支援事業
【事業内容】
○ 平成２３年６月に公布された民法改正法で協議離婚で定めるべき「子の監護について必要な事項」として、親子の面会交流が明示
された。
○ 面会交流が子の健やかな育ちを確保する上で有意義であること、養育費を支払う意欲につながるものであることなどから、母子家庭
等就業・自立支援センター事業において、継続的な面会交流の支援を行う。
○ 具体的には、面会交流の取り決めがあり父母間で合意がある児童扶養手当受給者相当（非監護親等）を対象に、面会交流の支援を行
うための活動費の補助を行う。
※ 母子家庭等対策総合支援事業「母子家庭等就業・自立支援センター事業」の中のメニューとして実施

【沿革】平成２４年度創設

（平成２４年度の実施状況（東京都））
○ 面会交流支援員の配置状況 ２名
○ 面会交流援助の実件数 １１件
○ 面会交流援助の延べ件数 ３４件

事業実施主体：
都道府県・指定都市・中核市
（母子家庭等就業・自立支援センター）
※母子寡婦福祉団体、ＮＰＯ法人等に委託可

（公益社団法人）
家庭問題情報センター 等

専門的見地からの指導・助言

再委託可

取り決めのある面会交流の日程調整、
場所の斡旋、アドバイスなど

17
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相対的貧困率

子どもの貧困率
0

10

20

30

40

50

60

70

大人が一人

大人が二人以上

子どもがいる現役世帯
（世帯主が18歳以上65歳未満）

10.8 11.5 10.5 12.710.2

54.3

12.212.513.112.2
14.6

58.758.2
63.1

50.8

13.4

14.6

15.3

14.9

15.7
16.0

14.5

13.7

14.2

15.7

相対的貧困率の年次推移
子どもがいる現役世帯（世帯主が18歳以上65歳未満）

の世帯員の相対的貧困率

○ 最新（2010年調査）の相対的貧困率は、全体で１６．０％、子どもで１５．７％

○ 一方、大人が一人の「子どもがいる現役世帯」で５０．８％

調査対象年
（調 査 年）

平成９年
１９９７

（１９９８）

平成１５年
２００３

（２００４）

平成１８年
２００６

（２００７）

平成２１年
２００９

（２０１０）

平成１２年
２０００

（２００１）

平成９年
１９９７

（１９９８）

平成１２年
２０００

（２００１）

平成１５年
２００３

（２００４）

平成１８年
２００６

（２００７）

平成２１年
２００９

（２０１０）

０

～
～

資料：「平成２２年国民生活基礎調査」

％ ％

相対的貧困率の推移について
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相対的貧困率の定義について

（１） 相対的貧困率

等価可処分所得（世帯の可処分所得（注１）を世帯人員の平方根で割って調整した所得）

の貧困線（中央値の半分）に満たない世帯員の割合をいう。

（２） 子どもの貧困率

１７歳以下の子ども全体に占める、貧困線に満たない17歳以下の子どもの割合をいう。

（３） 「大人が一人」の貧困率

子どもがいる現役世帯（注２）のうち「大人が一人と17歳以下の子どものいる世帯」に

属する世帯員の中で、貧困線に満たない当該世帯の世帯員の割合をいう。

（４） 「大人が二人以上」の貧困率

子どもがいる現役世帯（注２）のうち「大人が二人以上と17歳以下の子どものいる世帯」

に属する世帯員の中で、貧困線に満たない当該世帯の世帯員の割合をいう。

（注１）可処分所得とは、所得から所得税、住民税、社会保険料及び固定資産税を差し引いたものをいう。

（注２）子どもがいる現役世帯とは、世帯主が18歳以上65歳未満で17歳以下の子どもがいる世帯をいう。
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ｘ

「相対的貧困率」・・所得中央値の一定割合（５０％が一般的。いわゆる「貧困線」）を
下回る所得しか得ていない者の割合。

相対的貧困率＝ｘ÷ｎ×１００（％）

可
処
分
所
得

１・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｎ

②「可処分所得」を低い順に並べる

ｎ／２（中央値）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 人数

⑥貧困線を下回る者
の数（ｘ人）を特定

④「所得中央値」の算出
（真ん中の順位の人の所得）

⑤「貧困線」の算出
（所得中央値の50％）

①世帯員数の差を調整
した「可処分所得」を算
出

（「等価可処分所得」（世帯所得
を世帯員数の平方根で割った
もの））

③「ｎ／２」の特定

所得中央線

貧困線

※ 「可処分所得」と
は、収入から直接税・
社会保険料を除いた
ものであり、資産・現
物給付を含まない。

21



相対的貧困率 子どもの貧困率
子どもがいる世帯の相対的貧困率

合計 大人が一人 大人が二人以上
順位 国名 割合 順位 国名 割合 順位 国名 割合 順位 国名 割合 順位 国名 割合
1 チェコ 5.5 1 デンマーク 3.7 1 デンマーク 2.9 1 デンマーク 9.9 1 デンマーク 2.5
2 デンマーク 6.1 2 フィンランド 5.4 2 ノルウェー 4.6 2 ギリシャ 12.3 2 ノルウェー 2.9
3 ハンガリー 6.4 3 ノルウェー 5.5 3 フィンランド 4.7 3 フィンランド 14.2 3 スウェーデン 3.8
3 アイスランド 6.4 4 アイスランド 5.7 4 スウェーデン 6.0 4 ノルウェー 15.9 3 フィンランド 3.8
5 フランス 7.2 5 スウェーデン 7.0 5 スロベニア 6.4 5 スウェーデン 17.9 5 ドイツ 4.5
5 スロヴァキア 7.2 6 スロベニア 7.2 5 ハンガリー 6.4 6 韓国 20.8 6 フランス 4.9
7 オランダ 7.4 6 ハンガリー 7.2 7 オーストリア 7.2 7 スロヴァキア 20.9 7 チェコ 5.2
8 ノルウェー 7.8 8 オーストリア 7.9 7 チェコ 7.2 8 フランス 22.6 8 オランダ 5.3
9 オーストリア 7.9 9 ドイツ 8.3 9 フランス 7.4 9 ハンガリー 24.2 8 ハンガリー 5.3
10 フィンランド 8.0 10 チェコ 8.4 10 ドイツ 7.6 10 チリ 24.3 10 ニュージーランド 5.5
10 スロベニア 8.0 11 フランス 9.3 11 オランダ 7.8 11 ドイツ 26.5 10 スロベニア 5.5
12 スウェーデン 8.4 12 スイス 9.6 12 スイス 8.3 12 イギリス 28.5 12 オーストリア 5.6
13 ルクセンブルク 8.5 13 オランダ 9.7 13 韓国 8.6 13 スイス 29.6 13 アイルランド 6.0
14 ドイツ 8.9 14 スロヴァキア 10.1 14 スロヴァキア 8.9 14 スロベニア 29.7 14 スイス 7.0
15 アイルランド 9.1 15 韓国 10.3 15 ニュージーランド 9.6 15 オーストリア 30.8 15 ベルギー 7.3
16 スイス 9.3 16 ベルギー 11.3 16 アイルランド 9.7 16 イタリア 31.5 16 韓国 7.9
17 ベルギー 9.4 17 アイルランド 11.4 17 ベルギー 9.9 17 オランダ 31.9 17 オーストラリア 8.0
18 ギリシャ 10.8 18 エストニア 12.1 18 イギリス 11.2 18 スペイン 33.1 18 イギリス 8.3
19 イギリス 11.0 18 ギリシャ 12.1 19 ギリシャ 11.6 19 エストニア 33.6 19 スロヴァキア 8.6
19 ニュージーランド 11.0 20 ニュージーランド 12.2 19 オーストラリア 11.6 20 ベルギー 34.0 20 ルクセンブルク 9.7
21 ポーランド 11.2 21 イギリス 12.5 21 ルクセンブルク 12.2 21 ポーランド 34.8 21 カナダ 10.2
22 イタリア 11.4 22 ルクセンブルク 13.4 21 日本 12.2 22 ニュージーランド 35.6 21 日本 10.2
23 ポルトガル 12.0 23 オーストラリア 14.0 23 チリ 12.4 23 メキシコ 35.8 23 チリ 11.4
23 カナダ 12.0 24 日本 14.2 24 ポーランド 12.5 24 トルコ 36.4 24 ギリシャ 11.5
25 エストニア 12.5 25 ポーランド 14.5 25 カナダ 13.0 25 アイルランド 36.8 25 ポーランド 11.8
26 スペイン 14.0 26 カナダ 15.1 26 イタリア 14.0 26 チェコ 38.6 26 イタリア 13.2
27 オーストラリア 14.6 27 イタリア 15.3 27 スペイン 16.2 27 カナダ 40.7 27 アメリカ 15.0
28 韓国 15.0 28 ポルトガル 16.7 28 アメリカ 18.7 28 オーストラリア 42.7 28 スペイン 15.7
29 日本 15.7 29 スペイン 17.7 29 トルコ 19.3 29 イスラエル 44.9 29 エストニア 16.9
30 トルコ 16.9 30 アメリカ 21.6 30 エストニア 21.2 30 アメリカ 46.9 30 トルコ 18.9
31 アメリカ 17.3 31 チリ 22.4 31 メキシコ 22.2 31 日本 54.3 31 メキシコ 21.5
32 チリ 18.4 32 トルコ 23.5 32 イスラエル 22.5 32 ルクセンブルク 56.2 32 イスラエル 21.7
33 イスラエル 19.9 33 メキシコ 25.8 － アイスランド － － アイスランド － － アイスランド －
34 メキシコ 21.0 34 イスラエル 26.6 － ポルトガル － － ポルトガル － － ポルトガル －

OECD平均 11.1 OECD平均 12.6 OECD平均 11.1 OECD平均 31.1 OECD平均 9.2

貧困率の国際比較（２００８年）

○ 日本の相対的貧困率は、ＯＥＣＤ３４カ国中２９位の水準 ○ ｢子どもの貧困率｣は３４カ国中２４位であるが、大人が一人の｢子どもがいる世帯｣では３１位

（出所）OECD (2012） Family database“Child poverty”、日本の数値は平成18（2006）年、デンマーク及びハンガリーの数値は2007年、チリの数値は2009年 22


